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天空の城　郡上八幡城（撮影：内田　勝美様）



　平成29年度の日本経済は、アベノミクスの推進により、雇用・所得環境の改善が続く中で、緩やかな回復基調が続いています。海外経済が回復する
下で、輸出や生産の持ち直しが続くとともに、個人消費や民間設備投資が持ち直すなど民需が改善し、経済の好循環が実現しつつあります。景気は、
きわめて緩和的な金融環境や政府の既往の経済対策による下支えなどを背景に、企業・家計の両部門において所得から支出への前向きの循環メカ
ニズムが持続するもとで、緩やかな拡大を続けることが見込まれます。
　また、金融政策面では、日銀による長短金利操作、いわゆる「イールドカーブ・コントロール」のもとで、これまでの金融市場調節方針を維持するこ
とを決定しました。すなわち、短期金利については、日銀当座預金のうち政策金利残高に▲0.1％のマイナス金利を適用するとともに、長期金利につ
いては、10年物国債金利がゼロ％程度で推移するよう、長期国債の買入れを行い、買入れ額については、概ね現状程度の買入れペースである保有残
高の増加額年間約80兆円を目途としつつ、金利操作方針を実現するよう運営されています。これらの金融政策運営については、2％の「物価安定の目
標」を目指し、これを安定的に持続するために必要な時点まで、「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を継続し、消費者物価指数（除く生鮮食品）の
前年比上昇率の実績値が安定的に2％を超えるまでマネタリーベースの拡大方針を継続する予定です。このため、金融機関は極めて緩和した金融環
境の中、金利低下による利鞘縮小により、経営を圧迫するなどの厳しい状況が続いております。
　このような状況下で、当組合の平成30年3月期の預金残高は360億10百万円、年間増加額は8億37百万円（増加率2.38%）となり、一方、貸出金残高
は39億27百万円、年間増加額2億21百万円（増加率5.97％）となりました。収益面では、資金運用収益が減収したものの、当期利益は前年比10百万円
増の1億57百万円を計上することができました。これも組合員の先生方のご支援の賜物と役職員一同深く感謝いたしております。
　平成30年度につきましても、先生方のお役にたつ金融機関を理念として、引き続き「堅実経営」に徹して参りますので、一層のご愛顧、ご支援を賜
りますようによろしくお願い申し上げます。

■基本方針
　組合員の相互扶助を目的として、中小企業等協同組合法により昭和41
年に設立され、医業に携わる方の資金繰り・金融面の不便解消を通して
地域社会に貢献することを理念としています。

■経営方針
［堅実経営］　協同組織の金融機関として、「堅実経営」を第一義とし、安
定的な収益確保、自己資本の充実を図り、地道に発展することを目指
していきます。

［取引先の増加］　当組合の活動は岐阜県内の多くの医業従事者との取
引を目標としており、取引先の増加は組合の事業基盤を拡充するため
に重要であり、県下の全開業医との取引を目指していきます。

［組合員へのサービス］　迅速な対応、利便性において、「取り引きしやす
い」窓口を目標に、組合員から「頼りになる」金融機関を目指していきます。

　組合員の皆様方には、日頃より格別のご愛顧お引き立てを賜り、心から御礼申し上げ
ます。
　本年も、ここに当組合の現況（平成29年度第53期）をまとめましたので、ご理解を深め
ていただくための資料として、ご高覧賜りたいと存じます。
　岐阜県医師信用組合は、設立以来、岐阜県下の医療業界における相互扶助の精神
に基づいて、組合員とともに歩んで参りました。組合員の皆さまに本当にお役に立てる金
融機関をめざし、組合基本方針であります「堅実経営」に徹し、これまで以上に経営の健
全性と基盤強化に努めてまいりますので、一層のご支援とご指導のほど、心からお願い申
し上げます。

平成30年7月
岐阜県医師信用組合
理事長／小林　博

	 ごあいさつ	

事業方針

平成29年度　経営環境・事業概況
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■昭和40年 6月16日 医師信用組合設立発起人会開催
■昭和40年11月 1日 岐阜県知事より設立内認可
■昭和41年 1月16日 設立総会を岐阜市端詰町47番地　岐阜県医師

会館にて開催
初代理事長に　服部　貴芳　先生　就任

■昭和41年 2月 5日 全国信用協同組合連合会へ加盟
■昭和41年 4月16日 中部地区医師信用組合連絡協議会発足加盟
■昭和51年 2月 1日 組合設立10周年記念式典開催
■昭和52年12月 8日 岐阜県医師会館新築落成に伴い同会館3階に

て新事務所開設
■昭和53年 1月28日 全国医師信用組合連絡協議会発足加盟
■昭和55年 5月10日 第2代理事長に　真鍋　真　先生　就任
■昭和55年11月 9日 第3代理事長に　河合　達雄　先生　就任
■昭和59年10月19日 全国信組運動の定期積金掛込残高増加率　部

門で優秀賞受賞
■昭和60年10月 9日 全国信組運動の定期積金掛込残高増加率　部

門で優秀賞受賞
■昭和61年 1月25日 組合設立20周年記念式典開催
■平成 3年10月18日 全国信組運動の融資の推進部門で優秀賞受賞
■平成 4年 5月 9日 第4代理事長に　小坂　孝二　先生　就任
■平成 4年10月16日 全国信組運動の融資の推進部門で優秀賞受賞
■平成 7年11月13日 全銀為替へ加入
■平成 8年 2月17日 組合設立30周年記念式典開催

記念誌「30年のあゆみ」発行
■平成 8年 9月20日 オフィスコンピュータをレベルアップ
■平成10年 8月 7日 ディスクロージャー誌第1号発刊
■平成11年10月22日 全国しんくみ運動の組合員の増強部門で優秀賞

受賞
■平成12年 6月24日 第5代理事長に　岩砂　和雄　先生　就任
■平成12年10月20日 全国しんくみ運動の普通預金・定期積金の推進

部門で優秀賞受賞
■平成13年10月19日 全国しんくみ運動の普通預金・定期積金の推進

部門で優秀賞受賞
■平成15年 3月17日 オフィスコンピュータをレベルアップ
■平成17年 3月 1日 「決済用預金」の創設
■平成18年 6月17日 第6代理事長に　野尻　擴　先生　就任
■平成20年 6月21日 第7代理事長に　小林　博　先生　就任
■平成21年 1月16日 しんくみメンバーズ・ファースト運動　法人貸出

数の増強で優秀賞受賞
しんくみメンバーズ・ファースト運動　しんくみメン
バーズ数の増強で優秀賞受賞

■平成22年 2月 8日 オンラインシステムをSKCシステムに全面移行
■平成24年 1月10日 事務室レイアウト変更
■平成25年 7月14日 自家発電装置設置完了
■平成26年 7月23日 定款変更認可：医師会員が代表者を務める社

会福祉法人、介護事業法人に組合員資格を拡
大

■平成27年 4月 1日 創立50周年記念キャンペーン実施
■平成27年 5月 7日 第6次オンラインシステム稼働
■平成27年11月14日 第38回全国医師信用組合連絡協議会を当番組

合として岐阜市にて開催
■平成28年 1月31日 創立50周年応当日
■平成28年 6月12日 創立50周年記念式典・祝賀会を岐阜市にて開

催
■平成29年 6月 1日 創立50周年記念誌－地域医療とともに歩んだ半

世紀－「歩」を発行
■平成29年10月30日 オフィスコンピュータをレベルアップ、組合内LAN

を整備拡充

理 事 長／小林　　博 理 事／浅野　明彦

副理事長／川出　靖彦 〃 ／西脇　慶治

副理事長／河合　直樹 〃 ／杉下　総吉

副理事長／池田　久基 〃 ／木澤　英實

専務理事／臼井　正明 〃 ／熊谷　豊一

常務理事／伊在井みどり 〃 ／加納　忠行

常務理事／成浦　亮一 〃 ／勝股　真人

理 事／八木澤芳生 〃 ／中川　俊郎

〃 ／松波　英寿 〃 ／水口　宏平

〃 ／田中　吉政 〃 ／阿部　親司

〃 ／国枝　武俊 〃 ／紺田　健彦

〃 ／鳥澤　英紀 監　　事／広瀬　　洋

〃 ／山川　隆司 〃 ／川村　秀和

〃 ／冨成　伸育 〃 ／野田　宜輝

〃 ／船戸　崇史

区　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
個 人 1,326 1,348
法 人 418 419
合 　 計 1,744 1,767岐阜県一円

当組合のあゆみ（沿革） 	 事業の組織	

店　名 住　　　　　所 電　　話
本 店 〒500-8384　岐阜市薮田南3丁目5番11号 058-274-1118

	 店舗一覧表（事務所の名称・所在地）	 平成30年3月現在

	 役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）	（30年6月30日現在）

	 組合員の推移	 （単位：人）

	 地区一覧	

総代会

理事会

理事長

副理事長

専務理事

常務理事

総務部

出資 
資金 
審査 
管理 
企画 
 
 
検証（副） 

庶務 
営繕用度 
人事厚生 
出納 
計算 
為替 
 
検証（主） 

預金 
融資 
業務管理 

業務推進 
渉外 

検査 
内部監査 
監事監査 

営業統括部業務部 営業推進部

常務会

監事

監査室
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■総代会の仕組みと役割
　組合員の中から組合員の代表となる総代を選出し、総会に代わる総代会(原則年1回開催）に出席して信用組合の重要事項を議決します。
　総代は、組合員の代表として、組合員の総意を信用組合の経営に反映する重要な役割を担っております。総代会において発言権及び議決権を有し、役員の選
出、決算の承認、定款の変更など、信用組合の重要事項を議決する総代会は組合の最高意思決定機関であります。
■総代の選出方法、任期、定数等
　総代選挙規程に基づき、岐阜県内の23の選挙区に組合員割で総代定数を定め、各選挙区ごとに選挙又は推薦により選出され、任期は2年となっています。

■総代会の決議事項等の議事概要
　第53期通常総代会は、平成30年6月17日（日）午後1時50分より、岐阜県医師会館6階大会議室にて、
理事、総代多数の出席を得て盛大に開催されました。理事長挨拶に続き、議長を選出後、第53期の事業内
容の報告、議案審議となりました。

（決議事項）
第1号議案　「第53期貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案」承認の件
第2号議案　「第54期事業計画及び収支予算案」承認の件
第3号議案　「平成30年度借入金額の最高限度額」承認の件
第4号議案　「任期満了に伴い理事26名・監事3名選任」承認の件
第5号議案　「退任役員に対し退職慰労金贈呈」承認の件
第6号議案　「定款」改定承認の件

■総代の選挙区・定数・総代数・総代氏名
（平成30年7月1日現在）

選挙区 総代定数 総代数 総　代　氏　名（敬称略）

岐
　
阜
　
地
　
区

1 岐阜市 30 30

林　　　力◆ 高井　國之⑨ 高木　寛治⑦ 梅田　哲正⑤ 石村　耕二⑦ 飯沼　順平⑥ 中谷　　圭⑤
中根　康雄② 大庭　敏夫⑧ 杉山　恵一⑦ 石山　俊次⑦ 足立佳代子③ 佐久間　仁③ 村木　敬行④
大野　　元③ 山賀　　寛② 佐々木　稔② 和泉　孝治⑤ 江﨑　俊夫⑨ 宮﨑　千惠◆ 高橋　捷允⑩
木田　公洋⑦ 石原　恒明⑦ 加藤　文朗◆ 田尻下孝夫⑤ 葛西　正好④ 鬼頭　秀明④ 葛西　哲宏②
服部　素子② 中谷　明美①

2 各務原市 7 7 林　　眞功⑤ 宇治　正二③ 酒井　　聡② 加川　憲作② 五島　英一⑦ 平野　良尚① 小林　由季①
3 羽島郡 3 3 片山　良彦⑧ 美濃輪博英⑤ 伊藤　　康①
4 羽島市 4 4 小川　昭俊⑨ 黒田　　淳⑤ 渡邉　元博⑥ 河村　英博① 
5 もとす 5 5 下野　達宏⑧ 所　　俊彦③ 伏屋　龍夫② 黒川　昌栄① 伊藤　慎一①
6 山県 2 2 臼井　公之◆ 二ノ宮三生⑥
7 岐阜大学 0 0

西
　
濃
　
地
　
区

8 大垣市 10 10
沼口　　諭⑥ 吉田　麗己⑦ 赤井　貞康⑧ 加藤　悟司⑤ 安田東始哲② 竹中　清之② 羽部　　仁②
井原　　頌② 平松　　哲① 馬渕　信行①

9 海津市 2 2 野村　竜司④ 河合　　淳① 
10 養老郡 2 2 半田　嘉久⑩ 河地　英昭② 
11 不破郡 2 2 多賀　　真◆ 不破　義之◆ 
12 安八郡 2 2 松永　和哉④ 石田　範香③ 
13 揖斐郡 3 3 多代　友紀④ 河瀬　晴彦② 小森　裕文②

中
濃
地
区

14 武儀 5 5 曽根　健之◆ 高井　昭裕④ 滝谷　　敏⑦ 東　　隆雄⑦ 平岡　哲也②
15 郡上市 2 2 竹内　巧治⑤ 林　　淳弘⑥ 
16 加茂 5 5 佐々木裕茂⑥ 今井　浩達② 日江井　賢⑥ 岩永　耕一③ 山田実貴人②
17 可児 4 4 山本　真平④ 酒向　　誠◆ 藤掛　晶久⑩ 堀澤　俊雅⑨ 

東
濃
地
区

18 多治見市 5 5 仲西　直治⑨ 水田　隆俊⑧ 三島　吾朗⑧ 横山　哲也⑧ 安藤　広幸②
19 土岐 4 4 江口　　研② 山口　浩一① 野田　和也① 田伏　英晶① 
20 恵那 5 5 征矢野　薫⑨ 上田　雅和⑨ 林　　浩介③ 赤座　　薫③ 服部　愛弘①

飛
騨
地
区

21 高山市 4 4 田近　　毅⑦ 荒谷　　繁④ 武藤　利茂① 周　　信夫①
22 下呂市 2 2 小池　利幸④ 小林　源博①
23 飛騨市 2 2 江尻　倫昭② 紺田　応子②
合　計 110 110

 （敬称略、順不同）
（注1）氏名の後に就任回数を記載しております。
（注2）就任回数が10回を超えている場合は◆で表示しております。
（注3）岐阜地区の岐阜大学選挙区は、組合員割で総代定数が0名のため、総代氏名は選出しておりません。

	 総代会について	
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科 目 金　　　　額
（資産の部） 平成28年度 平成29年度

現 金 9,021 7,987

預 け 金 10,273,392 11,402,280

買 入 手 形 ― ―

コ — ル ロ ー ン ― ―

買 現 先 勘 定 ― ―

債券貸借取引支払保証金 ― ―

買 入 金 銭 債 権 100,000 100,000

金 銭 の 信 託 ― ―

商 品 有 価 証 券 ― ―

有 価 証 券 26,915,925 26,955,347

国 債 5,233,660 4,988,570

地 方 債 6,714,230 6,595,450

社 債 13,402,301 14,052,804

株 式 50 50

そ の 他 の 証 券 1,565,684 1,318,473

貸 出 金 3,706,024 3,927,581

手 形 貸 付 ― ―

証 書 貸 付 3,706,024 3,927,581

外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 120,760 115,670

全信組連出資金 42,400 42,400

未 収 収 益 63,866 61,135

そ の 他 の 資 産 14,493 12,135

有 形 固 定 資 産 17,152 16,213

建 物 7,791 7,064

その他の有形固定資産 9,360 9,148

無 形 固 定 資 産 7,208 7,205

その他の無形固定資産 7,208 7,205

繰 延 税 金 資 産 ― ―

再評価に係る繰延税金資産 ― ―

債 務 保 証 見 返 47,600 40,460

貸 倒 引 当 金 △12,082 △12,402

（うち個別貸倒引当金） （―） （―）

資 産 の 部 合 計 41,185,002 42,560,343

科 目 金　　　　額
（負債の部） 平成28年度 平成29年度

預 金 積 金 35,173,355 36,010,936

普 通 預 金 12,836,892 13,133,616

定 期 預 金 21,412,818 21,949,645

定 期 積 金 923,644 927,632

そ の 他 の 預 金 ― 42

譲 渡 性 預 金 ― ―

借 用 金 300,000 700,000

売 渡 手 形 ― ―

コ ー ル マ ネ ー ― ―

売 現 先 勘 定 ― ―

債券貸借取引受入担保金 ― ―

コマーシャル・ペーパー ― ―

外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 105,326 88,680

未 払 費 用 24,566 16,013

給 付 補 塡 備 金 1,861 2,555

未 払 法 人 税 等 75,550 66,497

前 受 収 益 1,080 832

払 戻 未 済 金 814 854

そ の 他 の 負 債 1,454 1,926

賞 与 引 当 金 ― ―

役 員 賞 与 引 当 金 ― ―

退 職 給 付 引 当 金 17,327 20,856

役員退職慰労引当金 15,077 17,967

特別法上の引当金 ― ―

繰 延 税 金 負 債 347,286 356,091

再評価に係る繰延税金負債 ― ―

債 務 保 証 47,600 40,460

負 債 の 部 合 計 36,005,973 37,234,992

（純資産の部）
出 資 金 68,382 71,070

普 通 出 資 金 68,382 71,070

優先出資申込証拠金 ― ―

資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金 4,110,673 4,264,067

利 益 準 備 金 66,992 68,382

その他利益剰余金 4,043,681 4,195,685

特 別 積 立 金 3,875,300 4,015,300

（うち目的積立金） （200,000） （200,000）

当期未処分剰余金 168,381 180,385

自 己 優 先 出 資 ― ―

自己優先出資申込証拠金 ― ―

組 合 員 勘 定 合 計 4,179,055 4,335,137

その他有価証券評価差額金 999,973 990,214

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―

土地再評価差額金 ― ―

評価・換算差額等合計 999,973 990,214

純 資 産 の 部 合 計 5,179,028 5,325,351

負債及び純資産の部合計 41,185,002 42,560,343

経理・経営内容
	 貸借対照表	 （単位：千円）
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貸借対照表の注記事項
  1．記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。なお、以下の注記につい
ては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

  2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場
価格等に基づく時価法、時価を把握することが極めて困難と認められるもの
については移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理
しております。

  3．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得し
た建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年
数は次のとおりであります。
　建　物　　50年　　　その他　　4年～ 15年

  4．無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用
のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（5年）に基づいて
償却しております。

  5．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお
ります。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第4
号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、
一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出
した貸倒実績率等に基づき引当てることとなっておりますが、当組合は過
去の貸倒実績がないことより、税法基準であります1000分の3.30によって
おります。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署において資産
査定を実施し、その査定結果により上記の引当を行っております。

  6．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務に基づき、必要額を計上しております。
なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度
（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する
事項は次のとおりです。
（1）制度全体の積立状況に関する事項（29年3月31日現在）
	 年金資産の額　　　　　　　　　　　　　358,256百万円
	 年金財政計算上の数理債務の額と
	 最低責任準備金の額との合計額　　　　　312,095百万円　
	 差引額　　　　　　　　　　　　　　　　  46,161百万円
（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
	 （平成28年4月分～平成29年3月分）　　　　0.043％
（3）補足説明
	� 上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
25,609百万円である。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間
15年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、特別掛金4
百万円を費用処理している。

	� なお、（特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の
標準給与の額に乗じることで算定されるため、）上記（2）の割合は当
組合の実際の負担割合とは一致しない。

  7．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に
対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると
認められる額を計上しております。

  8．消費税および地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
  9．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　472百万円
10．有形固定資産の減価償却累計額　　　116百万円
11．貸出金のうち、破綻先債権、延滞債権、3か月以上延滞債権及び貸出条件緩
和債権は、いずれもありません。

12．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、営業用車両についてリース契約
により使用しています。

13．担保に提供している資産は、次の通りであります。
	 担保提供している資産　　　預け金　1,000百万円　　有価証券　なし
	 担保資産に対応する債務　　借用金　  700百万円
	 上記のほか、為替決済保証金として全信組連へ定期預け金1,000百万円を担
保提供しております。

14．出資1口当たりの純資産額　　　　　 149,862円14銭
15．金融商品に関する事項
（1）金融商品の状況に対する取組方針
	� 当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行
なっております。このため、金利変動による不利な影響が生じないよ

うに、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。
（2）金融商品の内容及びそのリスク
	� 当組合が保有する金融資産は、預け金、有価証券、貸出金等があり、信
用リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リス
クに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
	 ①信用リスクの管理
	� 信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ご
との与信審査、与信限度、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権
への対応など与信管理に関する体制を整備しております。また、有価
証券については、発行体の信用リスクに関して信用情報や時価の把握
を定期的に行い、理事会、常務会へ報告、協議しております。

	 ②市場リスクの管理
	 　（ⅰ）金利リスクの管理
	 　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
	 　‌�金利感応度分析によるモニタリングを行い、理事会、常務会に報告

しております。
	 　（ⅱ）為替リスクの管理
	 　‌�当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理して

おります。
	 　（ⅲ）価格変動リスクの管理
	 　‌�有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会で定めた有

価証券運用計画に基づき、資金運用規程、有価証券運用規程に従い
行われております。

	 　（ⅳ）市場リスクにかかる定量的情報
	 　‌�当組合では、「有価証券」のうち債券等の市場リスク量をVaRにより

月次で計測管理しております。
	 　‌�当組合では、当組合のVaRは分散共分散法（保有期間120営業日、信

頼区間99%、観測期間1年）により算出しており、平成30年3月31日現
在で当組合の市場リスク量（損失額の推計額）は、全体で424百万円
です。ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一
定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられ
ないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できな
い場合があります。

	 ③資金調達にかかる流動性リスクの管理
	� 流動性リスクについては、ALMを通して、資金管理を行い、資金調達手
段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などに
よって、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
	� 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない
場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算
定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なることもあります。なお、金融商品の
うち、貸出金、預け金、預金については簡便な計算により算出した時価
に代わる金額を開示しております。

16．金融商品の時価等に関する事項
平成30年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
る非上場株式等は、次表には含めておりません。また、重要性の乏しい科目
については記載を省略しております。

（単位：百万円）

項　　目 貸借対照表
計上額 時　価 差額

（1）預け金
（2）買入金銭債権
（3）有価証券
　　 満期保有目的の債券
　　 その他有価証券
（4）貸出金
　　貸倒引当金(＊1)

11,402
100

－
26,955
3,927
△12

11,428
100

－
26,955
3,928
△12

26
－

－
－
0

小計 3,915 3,915  0

金融資産計 42,372 42,399 26

（1）預金積金
　　 流動性預金
　　 固定性預金
（2）借用金

13,133
22,877
700

13,133
22,911
700

－
34
－

金融負債計 36,710 36,745  34

（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
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（注1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金
	� 満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金について
は、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時
価とみなしております。

（2）買入金銭債権
	� 買入金銭債権については残存期間が短期間であり、帳簿価額を時価と
しております。

（3）有価証券
	� 債券は取引所の価格または取引証券会社から提示された価格によっ
ております。投資信託は、取引証券会社から提示された価格、株式は取
引所の価格によっております。

（4）貸出金
	� 貸出金は、種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を
市場金利で割り引いた価額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金を
控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出し
た時価に代わる金額として記載しております。なお、破綻懸念先債権、
実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積も
りが困難な債権はありません。

金融負債
（1）預金積金
	� 要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）
を時価とみなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯および
期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一
種類の市場金利で割り引いた価額を時価としてみなしております。

（2）借用金
	� 借用金については、当該帳簿価額を時価としております。
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のと
おりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

区　分 貸借対照表計上額

全信組連出資金 42百万円

17．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら
には、「国債」、「地方債」、「社債」のほか「その他の証券」が含まれております。
以下21まで同様であります。
（1）売買目的有価証券
	 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（2）満期保有目的の債券で時価のあるもの

＜時価が貸借対照表計上額を超えるもの＞
　　　　　　　　貸借対照表

　　　　　時　価　　　　　　差　額
　　　　　　　　　計上額
そ　の　他	 －百万円	 －百万円	 －百万円　　
合　　　計	 －百万円	 －百万円	 －百万円

＜時価が貸借対照表計上額を超えないもの＞
　　　　　　　　貸借対照表

　　　　　時　価　　　　　　差　額
　　　　　　　　　計上額
そ　の　他	 －百万円	 －百万円	 －百万円�
合　　　計	 －百万円	 －百万円	 －百万円
（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。

（3）‌�子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはありま
せん。

（4）その他有価証券

＜貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの＞
　　　　　　　　貸借対照表

　　　  取得原価　　　　　 差　額
　　　　　　　　　計上額
国　　　債	 4,988百万円	 4,696百万円	 292百万円
地　方　債	 6,595百万円	 6,199百万円	 396百万円
社　　　債	 12,463百万円	 11,795百万円	 667百万円
そ　の　他	 859百万円	 800百万円	 59百万円�
小　　　計	 24,907百万円	 23,491百万円	 1,415百万円

＜貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの＞
　　　　　　　　貸借対照表

　　　  取得原価　　　　　 差　額
　　　　　　　　　計上額
株　　　式	 0百万円	 0百万円	 －百万円
国　　　債	 －百万円	 －百万円	 －百万円
地　方　債	 －百万円	 －百万円	 －百万円
社　　　債	 1,589百万円	 1,601百万円	 △12百万円
そ　の　他	 458百万円	 501百万円	 △42百万円�
小　　　計	 2,048百万円	 2,102百万円	 △54百万円�
合　　　計	 26,955百万円	 25,594百万円	 1,360百万円�
（注）‌�貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時

価により計上したものであります。

18．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の
償還予定額は次のとおりであります。

　　　　　　　1年以内　　　
  1年超　　　　5年超

　　　　　10年超
　　　　　　　　　　　　　　5年以内　　　10年以内
国　　　債	 403百万円	 3,120百万円	 522百万円	 941百万円
地　方　債	 303百万円	 2,885百万円	 1,415百万円	 1,991百万円
社　　　債	 1,009百万円	 2,586百万円	 3,695百万円	 6,761百万円
そ　の　他	 －百万円	 －百万円	 101百万円	 205百万円
合　　　計	 1,715百万円	 8,592百万円	 5,735百万円	 9,899百万円

19．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
20．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
	 　売却価額　　　　売却益　　　売却損
	 　695百万円　　　4百万円　　　9百万円
21．保有目的を変更した有価証券はありません。
22．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下
のとおりであります。
　繰延税金資産
　　　繰延資産損金算入限度額超過額		  213千円
　　　減価償却損金算入限度額超過額		  3,134千円
　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額		  5,681千円
　　　役員退職慰労引当金損金算入限度額超過額	 4,894千円
　　　有価証券評価損損金算入限度額超過額		  －千円
　　　その他			   702千円
　繰延税金資産合計			   14,626千円
　繰延税金負債
　　　その他有価証券評価差益額		  370,717千円
　繰延税金負債の純額			   356,091千円
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科 目 平成28年度 平成29年度
経 常 収 益 405,948 421,724

資 金 運 用 収 益 366,780 365,723

貸 出 金 利 息 37,400 36,970

預 け 金 利 息 13,753 14,104

有価証券利息配当金 313,762 312,893

その他の受入利息 1,864 1,755

役務取引等収益 355 420

受入為替手数料 308 344

その他の役務収益 46 76

その他業務収益 38,241 55,433

国債等債券売却益 36,800 4,660

国債等債券償還益 43 49,895

その他の業務収益 1,397 877

その他経常収益 571 146

貸倒引当金戻入益 ― ―
金銭の信託運用益 201 ―
その他の経常収益 369 146

経 常 費 用 205,146 206,449

資 金 調 達 費 用 40,442 33,213

預 金 利 息 38,725 31,161

給付補塡備金繰入額 1,717 2,052

借 用 金 利 息 ― ―
役務取引等費用 3,734 3,485

支払為替手数料 732 746

その他の役務費用 3,002 2,738

その他業務費用 1,720 9,611

国債等債券売却損 1,720 9,510

国債等債券償還損 ― 101

その他の業務費用 ― ―
経 費 154,651 156,919

人 件 費 64,583 82,345

物 件 費 89,576 74,070

税 金 490 502

その他経常費用 4,596 3,219

貸倒引当金繰入額 731 319

その他の経常費用 3,865 2,900

経 常 利 益 200,801 215,274

科 目 平成28年度 平成29年度
特 別 利 益 ― ―
その他の特別利益 ― ―

特 別 損 失 2 1

固定資産処分損 2 1

税引前当期純利益 200,801 215,274

法人税、住民税及び事業税 54,000 45,400

法 人 税 等 調 整 額 △ 168 12,458

法 人 税 等 合 計 53,831 57,858

当期純利益（又は当期純損失） 146,970 157,416

繰越金（当期首残高） 21,411 22,968

積 立 金 取 崩 額 ― ―
当期未処分剰余金 168,381 180,385

（注）1.記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2.平成29年度出資1口当りの当期純利益4,523円30銭

経理・経営内容
	 損益計算書	 （単位：千円）
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	 剰余金処分計算書	 （単位：千円）

科 目 平成28年度 平成29年度
当期未処分剰余金 168,381 180,385
積 立 金 取 崩 額 ― ―
剰 余 金 処 分 額 145,413 156,809
利 益 準 備 金 1,390 2,688
普通出資に対する配当金 4,023 4,121

（年6％の割合） （年6％の割合）
特 別 積 立 金 40,000 150,000
記念行事積立金 ― ―
新本店建設積立金 100,000 ―

繰越金（当期末残高） 22,968 23,575

	 経費の内訳	 （単位：千円）

項 目 平成28年度 平成29年度
人 件 費 64,583 82,345
報 酬 給 料 手 当 53,255 67,164
退 職 給 付 費 用 5,209 7,505
そ の 他 6,118 7,676

物 件 費 89,576 74,070
事 務 費 43,738 32,118
固 定 資 産 費 11,025 11,453
事 業 費 16,501 13,491
人 事 厚 生 費 1,409 580
有形固定資産償却 2,989 3,776
無形固定資産償却 3 3
そ の 他 13,909 12,646

税 金 490 502
経 費 合 計 154,651 156,919

	 業務純益	 （単位：千円）

項　　　　　目 平成28年度 平成29年度
業 務 純 益 204,282 218,028

	 受取利息及び支払利息の増減	 （単位：千円）

項　　　　　目 平成28年度 平成29年度
受 取 利 息 の 増 減 △15,034 △1,057
支 払 利 息 の 増 減 △5,896 △7,229

	 役務取引の状況	 （単位：千円）

科 目 平成28年度 平成29年度
役務取引等収益 355 420
受入為替手数料 308 344
その他の受入手数料 46 76
その他の役務取引等収益 ― ―

役務取引等費用 3,734 3,485
支払為替手数料 732 746
その他の支払手数料 81 92
その他の役務取引等費用 2,920 2,646

	 粗利益	 （単位：千円）

科 目 平成28年度 平成29年度
資 金 運 用 収 益 366,780 365,723
資 金 調 達 費 用 40,255 33,213

資 金 運 用 収 支 326,525 332,510
役務取引等収益 355 420
役務取引等費用 3,734 3,485

役 務 取 引 等 収 支 △3,379 △3,064
その他業務収益 38,241 55,433
その他業務費用 1,720 9,611

そ の 他 業 務 収 支 36,520 45,822
業 務 粗 利 益 359,666 375,267
業 務 粗 利 益 率 0.93 ％ 0.93 ％

（注）1.�資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（28年度187千円、29年度なし）を控除
して表示しております。

2.業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×100

経理・経営内容
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項　　　　　　目 平成28年度 平成29年度経過措置による不算入額 経過措置による不算入額	
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目� （１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 4,175,032 4,331,015 
う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 68,382 71,070 
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 4,110,673 4,264,067 
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額� （△） 4,023 4,121 
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 12,082 12,402 
う ち 、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 12,082 12,402 
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適 格 旧 資 本 調 達 手 段 の 額 の う ち 、 コ ア
資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額

― ―

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

― ―

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 4 5％に
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

― ―

コア資本に係る基礎項目の額� （イ） 4,187,115 4,343,418 
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目� （２）
無 形 固 定 資 産 （ モ ー ゲ ー ジ ・ サ ー ビ シ ン グ ・
ラ イ ツ に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額 の 合 計 額

3,147 2,098 4,193 1,048 

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ― ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 3,147 2,098 4,193 1,048 

繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額 ― ― ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ― ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ― ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ― ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ― ― ―
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ― ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ― ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ― ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ― ― ―
特 定 項 目 に 係 る 10 ％ 基 準 超 過 額 ― ― ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ― ― ―

特 定 項 目 に 係 る 15 ％ 基 準 超 過 額 ― ― ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ― ― ―

コア資本に係る調整項目の額� （ロ） 3,147 4,193 
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額（（イ）－（ロ））� （ハ） 4,183,968 4,339,224 
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等� （３）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 9,521,624 10,487,033 
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 447,891 △ 298,951
う ち 、 無 形 固 定 資 産 （ の れ ん 及 び モ ー ゲ ー ジ ・
サ ー ビ シ ン グ ・ ライ ツ に 係 る も の を 除 く 。 ）

2,098 1,048 

う ち 、 繰 延 税 金 資 産 ― ―
う ち 、 前 払 年 金 費 用 ― ―
う ち 、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー △ 449,989 △ 300,000
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 621,114 624,695 
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 10,142,738 11,111,729 
自 己 資 本 比 率
自　己　資　本　比　率 � （（ハ）／（ニ）） 41.25% 39.05%

（注）�自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合
会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合
は国内基準を採用しております。

経理・経営内容
	 自己資本の充実の状況	 （単位：千円）
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区 分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
経 常 収 益 526,345 416,166 406,641 405,948 421,724
経 常 利 益 223,434 223,367 198,408 200,801 215,274
当 期 純 利 益 158,078 158,939 143,951 146,970 157,416
預 金 積 金 残 高 30,434,884 31,707,828 33,471,191 35,173,355 36,010,936
貸 出 金 残 高 3,510,761 3,386,188 3,487,764 3,706,024 3,927,581
有 価 証 券 残 高 23,237,835 24,354,590 26,915,864 26,915,925 26,955,347
総 資 産 額 35,054,905 36,846,838 39,498,851 41,185,002 42,560,343
純 資 産 額 4,325,230 4,707,925 5,401,176 5,179,028 5,325,351
自己資本比率（単体） 39.53 % 40.99 % 41.99 % 41.25 % 39.05 %
出 資 総 額 63,520 65,308 66,992 68,382 71,070
出 資 総 口 数 31,760 口 32,654 口 33,496 口 34,191 口 35,535 口
出資に対する配当金 3,640 6,389 3,919 4,023 4,121
職 員 数 6 人 6 人 6 人 6 人 9 人

（注）1．残高計数は期末日現在のものです。
2．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。平成25年度以降については、新告示に基づき算出しております。

	 総資産利益率	 （単位：％）

区　　　　　　分 平成28年度 平成29年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.51 0.53
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.37 0.39

（注）総資産経常（当期純）利益率＝ 
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高
 ×100

	 総資金利鞘等	 （単位：％）

区　　　　　　分 平成28年度 平成29年度
資 金 運 用 利 回　（ａ） 0.95 0.91
資 金 調 達 原 価 率　（ｂ） 0.56 0.52
資 金 利 鞘　（ａ－ｂ） 0.39 0.39

	 資金運用勘定、調達勘定の平均残高等	

科　　　　目 年度 平均残高 利　　息 利回り
資 金 運 用 28年度 38,414百万円 366,780千円 0.95 ％

勘 定 29年度 40,131 365,723 0.91 
う ち 28年度 3,580 37,400 1.04 
貸 出 金 29年度 3,777 36,970 0.97 
う ち 28年度 9,351 13,753 0.14 
預 け 金 29年度 10,574 14,104 0.13 
う ち 28年度 25,184 313,762 1.24 
有 価 証 券 29年度 25,637 312,893 1.22 

資 金 調 達 28年度 34,351 40,255 0.11 
勘 定 29年度 35,913 33,213 0.09 
う ち 28年度 34,395 40,442 0.11 
預 金 積 金 29年度 35,446 33,213 0.09 
う ち 28年度 ― ― ―
譲 渡 性 預 金 29年度 ― ― ―
う ち 28年度 116 ― ―
借 用 金 29年度 467 ― ―

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（28年度32百万円、29年度36百万円）を、
資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（28年度159百万円）及び利息
（28年度187千円）を、それぞれ控除して表示しております。

	 先物取引の時価情報	

当組合には該当ございません

	 オフバランス取引の状況	

当組合には該当ございません

経理・経営内容
	 主要な経営指標の推移	 （単位：千円）
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	 満期保有目的の債券	 （単位：百万円）

種　　類
平成28年度 平成29年度

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計上額を
超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 50 84 33 ― ― ―
小 計 50 84 33 ― ― ―

時価が貸借対照表計上額を
超 え な い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 ― ― ― ― ― ―

合　　　　　計 50 84 33 ― ― ―
（注）1．時価は、当事業年度における市場価格等に基づいております。

2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

	 その他有価証券	 （単位：百万円）

種　　類
平成28年度 平成29年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えるもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 ― ― ― ― ― ―
国 債 5,233 4,895 337 4,988 4,696 292
地 方 債 6,619 6,199 420 6,595 6,199 396
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 11,454 10,795 659 12,463 11,795 667

そ の 他 849 800 49 859 800 59
小 計 24,157 22,690 1,467 24,907 23,491 1,415

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 0 0 ― 0 0 ―
債 券 ― ― ― ― ― ―
国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 95 100 △4 ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 1,947 1,999 △52 1,589 1,601 △12

そ の 他 665 701 △35 458 501 △42
小 計 2,708 2,801 △92 2,048 2,102 △54

合　　　　　計 26,865 25,491 1,374 26,955 25,594 1,360
（注）1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等にもとづいております。

2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

	 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券	 （単位：百万円）

項　　　　　　目
平成28年度 平成29年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 ― ―
関 連 法 人 等 株 式 ― ―
非 上 場 株 式 ― ―
全 信 組 連 出 資 金 42 42

合　　　　　計 42 42

	 売買目的有価証券	

当組合には該当ございません

	 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

当組合には該当ございません

経理・経営内容
有価証券の時価等情報
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	 運用目的の金銭の信託	 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当事業年度の損益に

含まれた評価差額
― ― ― ―

	 その他業務収益の内訳	 （単位：千円）

項 目 平成28年度 平成29年度
外国為替売買益 ― ―
商品有価証券売買益 ― ―
国債等債券売却益 36,800 4,660
国債等債券償還益 43 49,895
金融派生商品収益 ― ―
その他の業務収益 1,397 877
その他業務収益合計 38,241 55,433

	 預貸率及び預証率	 （単位：％）

区　　　　　分 平成28年度 平成29年度

預 貸 率
（期　　末） 10.53 10.90
（期中平均） 10.41 10.65

預 証 率
（期　　末） 76.52 74.85
（期中平均） 73.22 72.32

	 職員1人当りの預金及び貸出金残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 平成28年度 平成29年度
職員１人当りの預金残高 5,862 4,001
職員１人当りの貸出金残高 617 436

	 満期保有目的の金銭の信託	

当組合には該当ございません

	 その他の金銭の信託	

当組合には該当ございません

経理・経営内容
金銭の信託
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	 預金種目別平均残高	 （単位：百万円、％）

種　　　　目
平成28年度 平成29年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
流 動 性 預 金 12,305 35.77 12,998 36.67
定 期 性 預 金 22,089 64.22 22,447 63.32
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
そ の 他 の 預 金 ― ― ― ―
合 計 34,395 100.00 35,446 100.00

	 預金者別預金残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
平成28年度末 平成29年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
個 人 17,786 50.56 18,207 50.56
法 人 17,387 49.43 17,803 49.43
一 般 法 人 17,387 49.43 17,803 49.43
金 融 機 関 ― ― ― ―
公 金 ― ― ― ―

合 計 35,173 100.00 36,010 100.00

	 定期預金種類別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 21,412 21,949
変 動 金 利 定 期 預 金 ― ―
そ の 他 の 定 期 預 金 ― ―
合 計 21,412 21,949

	 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額	（単位：百万円、％）

区 分 金 額 構成比 債務保証見返額

当組合預金積金 
平成28年度末 91 2.47 ―
平成29年度末 133 3.39 ―

有 価 証 券
平成28年度末 ― ― ―
平成29年度末 ― ― ―

動 産
平成28年度末 ― ― ―
平成29年度末 ― ― ―

不 動 産
平成28年度末 1,633 44.07 ―
平成29年度末 1,817 46.28 ―

そ の 他
平成28年度末 ― ― ―
平成29年度末 ― ― ―

小 計
平成28年度末 1,725 46.55 ―
平成29年度末 1,951 49.68 ―

信用保証協会・信用保険
平成28年度末 ― ― ―
平成29年度末 ― ― ―

保 証
平成28年度末 1,437 38.77 ―
平成29年度末 1,696 43.19 ―

信 用
平成28年度末 543 14.67 47 
平成29年度末 408 10.39 40 

合 計
平成28年度末 3,706 100.00 47 
平成29年度末 3,927 100.00 40 

	 有価証券種類別残存期間別残高	 （単位：百万円）

区 分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国 債
平成28年度末 202 2,613 1,482 935 
平成29年度末 403 3,120 522 941 

地 方 債
平成28年度末 ― 2,807 1,397 2,508 
平成29年度末 303 2,885 1,415 1,991 

短 期 社 債 
平成28年度末 ― ― ― ―
平成29年度末 ― ― ― ―

社 債
平成28年度末 504 2,907 3,454 6,535 
平成29年度末 1,009 2,586 3,695 6,761 

株 式
平成28年度末 ― ― ― ―
平成29年度末 ― ― ― ―

外 国 証 券 
平成28年度末 ― ― 100 351 
平成29年度末 ― ― 101 205 

その他の証券
平成28年度末 ― ― ― ―
平成29年度末 ― ― ― ―

合 計
平成28年度末 706 8,328 6,435 10,332 
平成29年度末 1,715 8,592 5,735 9,899 

資　金　調　達

	 貸出金種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

科　　　　目
平成28年度 平成29年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
割 引 手 形 ― ― ― ―
手 形 貸 付 11 0.32 ― ―
証 書 貸 付 3,568 99.67 3,777 100.00 
当 座 貸 越 ― ― ― ―
合 計 3,580 100.00 3,777 100.00 

	 有価証券種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

科　　　　目
平成28年度 平成29年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
国 債 4,896 19.44 4,815 18.78 
地 方 債 6,298 25.01 6,223 24.27 
短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 12,383 49.17 13,139 51.24 
株 式 0 0.00 0 0.00 
外 国 証 券 389 1.54 359 1.40 
そ の 他 の 証 券 1,216 4.82 1,100 4.29 
合 計 25,184 100.00 25,637 100.00 

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

資　金　運　用
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	 貸出金金利区分別残高	 （単位：百万円）

区　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
固 定 金 利 貸 出 ― ―
変 動 金 利 貸 出 3,706 3,927 
合 計 3,706 3,927 

	 貸出金償却額	 （単位：百万円）

項 目 平成28年度 平成29年度
貸 出 金 償 却 額 ― ―

	 消費者ローン・住宅ローン残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
平成28年度末 平成29年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
消 費 者 ロ ー ン 60 9.09 62 8.97 
住 宅 ロ ー ン 602 90.90 632 91.02 
合 計 663 100.00 694 100.00 

	 貸倒引当金の内訳	 （単位：千円）

区　　　　分
平成28年度末 平成29年度末

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一般貸倒引当金 12,082 731 12,402 319
個別貸倒引当金 ― ― ― ―
貸倒引当金合計 12,082 731 12,402 319

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る引
当は行っておりません。

	 貸出金使途別残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
平成28年度末 平成29年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 2,266 61.14 2,385 60.72 
設 備 資 金 1,440 38.85 1,542 39.27 
合 計 3,706 100.00 3,927 100.00 

	 貸出金業種別残高・構成比	 （単位：百万円）

業 種 別
平成28年度末 平成29年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
製 造 業 ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ―
鉱 業、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ―
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 100 2.69 100 2.54 
不 動 産 業 ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―
学 術 研 究、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ―
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ―
医 療、 福 祉 2,246 60.61 2,416 61.52 
そ の 他 の サ ー ビ ス 111 2.99 95 2.42 
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ―
小 計 2,457 66.31 2,611 66.49 
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ―
個 人 （ 住 宅 ・ 消 費 ・ 納 税 資 金 等 ） 1,248 33.68 1,315 33.50 
合 計 3,706 100.00 3,927 100.00 

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

資　金　運　用
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	 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額	 （単位：百万円、％）

区　　　　　　　分
債権額	
（A）

担保・保証等	
（B）

貸倒引当金	
（C）

保全額	
（D）=（B）+（C）

保全率	
（D）/（A）

貸倒引当金引当率
（C）/（A－B）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成28年度 ― ― ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ― ― ―

危 険 債 権
平成28年度 ― ― ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ― ― ―

要 管 理 債 権
平成28年度 ― ― ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ― ― ―

不 良 債 権 計
平成28年度 ― ― ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ― ― ―

正 常 債 権
平成28年度 3,753 
平成29年度 3,968 

合 計
平成28年度 3,753 
平成29年度 3,968 

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す
る債権及びこれらに準ずる債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りがで
きない可能性の高い債権です。

3．「要管理債権」とは、「3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。

4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権で
す。

5．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

6．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

7．金額は決算後（償却後）の計数です。

	 リスク管理債権及び同債権に対する保全額	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
残高
（Ａ）

担保・保証額
（Ｂ）

貸倒引当金
（Ｃ）

保全率
（Ｂ＋Ｃ）/（Ａ）

破 綻 先 債 権
平成28年度 ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ―

延 滞 債 権
平成28年度 ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ―

３か月以上延滞債権
平成28年度 ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ―

貸出条件緩和債権
平成28年度 ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ―

合 計
平成28年度 ― ― ― ―
平成29年度 ― ― ― ―

（注）1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの
として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等
の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務
者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止
処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

2．「延滞債権」とは、上記1．及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収
利息不計上貸出金です。

3．「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3か月以上延滞している貸出金（上記1．及び2．を除く）です。

4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金（上記1．～ 3．を除く）です。

5．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

6．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当
金は含まれておりません。

7．「保全率（B＋C）／（A）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

8．これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全
てが損失となるものではありません。

経　営　内　容
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●法令遵守の体制
・基本方針
　当組合は組合員の相互扶助を基本理念とし、金融面で組合員の医業
経営に関する事業の発展に貢献すると同時に、地域の発展に貢献する
ことを目的として、その社会的使命と責任を全うするため「倫理綱領」
を定めています。
・運営体制
　当組合では、法令遵守（コンプライアンス）基本方針に沿って、業務を
遂行するうえで、役職員が遵守すべく規範として「倫理規程」を定めて
います。こうした「倫理綱領」及び「倫理規程」を当組合に根付かせるた
め、役職員へ「コンプライアンス・マニュアル」を配布し、勉強会等を通
じて常にコンプライアンスを意識し、行動できるように努めています。

●苦情処理措置
当組合では、お客様により一層のご満足を頂けるよう、お取引に係る
苦情等を受付けておりますので、お気軽にお申出下さい。
＊苦情等とは、当組合との取引に関する照会・苦情・紛争のいずれか
に該当するもの及びこれらに準ずるものをいいます。
【窓口：岐阜県医師信用組合業務部】（電話：058－274－1118）
受 付 日：月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および金融機関の休業日は除く）
受付時間：午前9時～午後5時

なお、苦情対応の手続きについては、上記窓口にお申し付けくださ
い。また、当組合ホームページにも掲載しておりますので、ご覧くだ
さい。
http:/www.gifu.med.or.jp/～isin

●紛争解決措置
愛知県弁護士会　紛争解決センター（電話：052－203－1777）
東京弁護士会　紛争解決センター（電話：03－3581－0031）
第一東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3595－8588）
第二東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3581－2249）

で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客
様は、上記岐阜県医師信用組合業務部または下記窓口までお申し出
ください。また、お客様から各弁護士会に直接お申し出いただくこと
も可能です。なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の
各地のお客様にもご利用いただけます。
仲裁センター等では、東京都以外の地域の方々からの申立について、
当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進め
る方法もあります。
【窓口：一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
受 付 日：月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除く）
受付時間：午前9時～午後5時
電　　話：03－3567－2456
住　　所：〒104－0031　東京都中央区京橋1－9－1

　　　　　　　（全国信用組合会館内）
【窓口：東海地区しんくみ苦情等相談所】
受 付 日：月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および12月29日～ 1月3日を除く）
受付時間：午前9時～正午、午後1時～午後16時30分
電　　話：052－451－2110
住　　所：〒453－0015　名古屋市中村区椿町3番21号
　　　　　　　　　　　　（信用組合会館4階）

●対象役員
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は理事及び監
事を言います。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支
払う「基本報酬」在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退
任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（1）報酬体系の概要
【基本報酬】
非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、
理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定し
ております。そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位
を勘案し、当組合の理事会において決定しております。また、各監
事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しており
ます。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退
任時に総会で承認を得た後、支払っております。なお、当組合では、
退職慰労金の支払いに関して支給対象者、支給額の算定方法等を
規程等で定めております。

（2）平成29年度における対象役員に対する報酬等の支払総額
対象役員に対する報酬等・・・支払総額 18百万円
　注1．対象役員に該当する理事は26名、監事は3名です。

●対象職員等
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合
の非常勤役員、当組合の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同
等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況
に重要な影響を与える者をいいます。
なお、平成29年度において、対象職員等に該当する者はいませんでし
た。
注1．対象職員等には、期中に退職した者も含めております。
注2．「同等額」は、平成28年度に対象役員に支払った報酬等の平均額
としております。

注3．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における」「給与
規程」及び「退職金規程」に基づき支払っております。

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であ
り、業績連動型の報酬体系のような自社の利益を上げることや株価
を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が過
度のリスクテイクを引き起こす報酬体系ではありません。

経　営　内　容
法令遵守の体制

報酬体系について

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容
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─　定　性　的　事　項　─
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第四十四号）第三条第五項第三号に規定する出資その他これに類するエク
スポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
・金利リスクに関する事項

●信用リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況により、当組合の保有資産の価値が消滅ないし減少することにより損失を被るリスクをいいま
す。当組合では、貸出金や有価証券等がリスクの対象となります。

管 理 体 制
当組合では信用リスクを当組合が管理すべき最重要なリスクとして捉え、管理部署を業務部とし、定期的なモニタリングを実施していま
す。その結果については、常務会、理事会へ報告する態勢となっております。当組合の理念である「堅実経営」を推進する上で、審査体
制、内部監査体制、ALM を通してリスク管理を徹底しています。

評 価 ・ 計 測 信用リスクの評価は、標準的手法を採用しています。また、業域の信用組合という特殊性から一業態に対する与信集中や大口与信先
に対するシェアは比較的高水準にありますが、厳格な自己査定による債務者区分管理に努めております。

■貸倒引当金の計算基準
当組合で定めている「自己査定基準」及び「償却・引当基準」により、実施しています。平成30年3月末は貸倒実績がないため、税法基準で計上しました。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
当組合では、リスクウエイトの判定に使用する適格格付機関は、JCR,R&I、Moody's、S&Pの4社としています。

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
エクスポージャーの種類ごとに、格付機関の使い分けは行っておりません。

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
信用リスクの削減手法とは、当組合が抱える信用リスクを軽減化するために行う措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保が該当します。当組合で
は、過度な担保や保証に依存しないように、申込人の返済面や将来性等十分に審査できる態勢としており、保証人や担保が必要な場合は、申込人に十分に
理解、納得をいただいたうえでご契約いただく等、適切な取扱いに努めております。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

該当事項はありません。

●証券化エクスポージャーに関する事項

該当事項はありません

●オペレーショナル・リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

オペレーショナル・リスクとは、業務のプロセス、役職員の活動、システムが不適切であること若しくは機能しないこと、または外生的事象に
より損失を被るリスクとしています。さらに、風評等により業務面に損失を被るリスクについても、このリスクに含めています。

管 理 体 制
それぞれのリスクに基づき基本方針を定め、役職員が業務上のルールを遵守し、事務指導、研修を通じて、整備された事務体制と相互
牽制のために事務検査や内部監査を実施しております。また、システムにおきましても、定期的な点検やセキュリティ・スタンダード（安全基
準）に基づき、安全稼働及び情報漏洩防止、災害時に十分対処できるように整備に努めています。

評 価 ・ 計 測 当組合は、基礎的手法を採用しています。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当組合は、基礎的手法を採用しています。

経　営　内　容
	 リスク管理体制	
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●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

上場株式、非上場株式、出資証券、株式関連投資信託が該当しますが、当組合では全国信用組合連合会、信組情報サービス、商工
中金への出資および株式関連投資があります。

管 理 体 制 決算書等による財務内容の把握に基づき自己査定を実施しております。

評 価 ・ 計 測 問題となる事象は見当りません。

●金利リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

当組合では、金利リスクを「金利変動により、資産の経済的価値が損失を被るリスク」としております。

管 理 体 制 業務部を主管部署として、モニタリング、分析等を実施しています。金利リスク管理に関する重要事項は理事会で決定し、毎月のモニタリ
ング、分析結果は、理事会、常務会へ報告する体制としています。

評 価 ・ 計 測 アウトライヤー基準で計測しています。

■内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
金利リスク・ラダー方式による、99％タイル値で計測しており、金利感応資産、負債は、預金、貸出金、有価証券、預け金を対象としています。また、コア預金は過
去5年間の要求払預金月末残高を対象に、現残高の50％としております。

（単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益・経済価値の増減額 △374 △647

（注）1．金利リスク・ラダー方式とは、商品別、期間別に分けて、平均レートを算出した表に基いた方式です。期間については、金利更改時期としております。
2．99％タイル値とは、計測値を順番に並べたうちの、パーセント目の値のことです。具体的には、当組合では、過去6年間の月次データより、各金利期間毎に240日営業日前の
金利変化を算出し、下から12番目のデータ（99％タイル値）を使用しております。
3.コア預金とは、明確な金利改定時期がなく、預金者の要求により随時払出される預金のうち、払い出されることなく、長期間、金融機関に滞留する預金のことです。

経　営　内　容
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経　営　内　容
資　　料　　編

	 リスク管理体制	

─　定　量　的　事　項　─
・自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の充実の状況P.10をご参照ください
・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
・信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額…該当事項なし
・金利リスクに関して信用協同組合等が内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額…P.19をご参照ください

●自己資本の充実度に関する事項� （単位：千円）

平成28年度 平成29年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 9,468,219 378,728 10,443,313 417,732
①�標準的手法が適用されるポートフォリオご
とのエクスポージャー 9,911,646 396,465 10,739,216 429,568

（ⅰ）　ソブリン向け 477,447 19,097 493,216 19,728
（ⅱ）　金融機関向け 2,115,715 84,628 2,501,827 100,073
（ⅲ）　法人等向け 5,422,665 216,906 6,119,341 244,773
（ⅳ）　中小企業等・個人向け 81,911 3,276 83,992 3,359
（ⅴ）　抵当権付住宅ローン 153,937 6,157 167,591 6,703
（ⅵ）　不動産取得等事業向け 699,453 27,978 699,890 27,995
（ⅶ）　三月以上延滞等 ― ― ― ―
（ⅷ）　出資等 100 4 100 4

出資等のエクスポージャー 100 4 100 4
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

（ⅸ）�　他の金融機関等の対象資本調達手段
のうち対象普通出資等に該当するもの
以外のものに係るエクスポージャー

499,983 19,999 250,000 10,000

（ⅹ）�　信用協同組合連合会の対象普通出資等で
あってコア資本に係る調整項目の額に算入
されなかった部分に係るエクスポージャー

292,400 11,696 292,400 11,696

（ⅺ）　その他 168,033 6,721 130,856 5,234
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③�経過措置によりリスク・アセットの額に算
入されるものの額 2,098 83 1,048 41

④�他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ
クスポージャーに係る経過措置によりリスク・
アセットの額に算入されなかったものの額

△449,989 △17,999 △300,000 △12,000

⑤CVAリスク相当額を8％で除して得た額 4,464 178 3,049 121
⑥中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ.　オペレーショナル・リスク 621,114 24,844 624,695 24,987
ハ.　オフバランス項目 53,405 2,136 43,720 1,748
ニ.　単体総所要自己資本額（イ+ロ+ハ） 10,142,738 405,709 11,111,729 444,469

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央
政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等
のことです。
4．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及
び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
5．「その他」とは、（i）～（x）に区分されないエクスポージャーです。具体的には未収収益、繰延税金資産、有形固定資産等が含まれます。
6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷8％

7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
15ページをご覧ください。
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●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）� （単位：千円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

債　　券 デリバティブ取引

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度
国 内 39,446,860 40,880,737 3,706,024 3,927,581 25,091,460 25,294,415 ― ― ― ―
国 外 350,120 300,000 ― ― 450,120 300,000 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 39,796,980 41,180,737 3,706,024 3,927,581 25,541,580 25,594,415 ― ― ― ―
製 造 業 1,697,485 1,600,576 ― ― 1,697,485 1,600,576 ― ― ― ―
農 業 、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
電気・ガス・熱供給・水道業 600,000 899,853 ― ― 600,000 899,853 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 99,993 100,000 ― ― 99,993 100,000 ― ― ― ―
運 輸 業 、 郵 便 業 1,100,000 1,297,829 ― ― 1,100,000 1,297,829 ― ― ― ―
卸 売 業 、 小 売 業 800,000 700,000 ― ― 800,000 700,000 ― ― ― ―
金 融 業 、 保 険 業 11,523,556 12,802,330 100,000 100,000 1,150,163 1,300,050 ― ― ― ―
不 動 産 業 1,199,404 1,200,813 ― ― 1,199,404 1,200,813 ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教育、学習支援業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 2,246,527 2,416,511 2,246,527 2,416,511 ― ― ― ― ― ―
その他のサービス 111,084 95,292 111,084 95,292 ― ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国・地方公共団体等 17,493,027 17,293,783 ― ― 17,493,027 17,293,783 ― ― ― ―
個 人 1,248,413 1,315,778 1,248,413 1,315,778 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 1,677,491 1,457,970 ― ― 1,401,509 1,201,509 ― ― ― ―
業 種 別 合 計 39,796,980 41,180,737 3,706,024 3,927,581 25,541,580 25,594,415 ― ― ― ―
１ 年 以 下 9,536,855 10,744,152 39,052 154,036 850,205 1,799,916 ― ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 5,360,118 4,302,323 486,145 247,844 3,698,972 3,999,479 ― ―
３ 年 超 ５ 年 以 下 5,250,633 5,472,289 650,283 672,582 4,600,349 4,799,706 ― ―
５ 年 超 ７ 年 以 下 3,690,233 2,482,990 393,348 484,881 3,296,884 1,998,109 ― ―
７年超10年以下 3,548,354 4,437,748 648,472 838,040 2,899,881 3,499,708 ― ―
10 年 超 11,082,448 10,526,131 1,488,722 1,530,197 9,093,725 8,495,934 ― ―
期間の定めのないもの 1,152,355 3,058,640 ― ― 1,101,559 1,001,559 ― ―
そ の 他 175,981 156,460 ― ― ― ― ― ―
残 存 期 間 別 合 計 39,796,980 41,180,737 3,706,024 3,927,581 25,541,580 25,594,415 ― ―

（注）1．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティ
ブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
2．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
3．上記の「その他」には、現金、投資信託、有形固定資産、無形固定資産等が含まれています。
4．当組合では、デリバティブ取引は、平成27年度、平成28年度ともございません。また、（注）1.でご説明しました「その他デリバティブ以外のオフ・バランス取引」につ
いて、平成28年度に5,805千円、平成29年度に3,206千円、投資信託でオフ・バランス取引がありますが、上記表には算入しておりません。

経　営　内　容
	 信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）	
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●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等� （単位：百万円）

業 種 別

個 別 貸 倒 引 当 金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度
製 造 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個 人 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
合 計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため「、地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� （単位：千円）

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

平成28年度 平成29年度
格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0　％ 100,000 14,540,636 ― 14,725,400 
10　％ ― 3,899,882 ― 3,899,917 
20　％ 1,897,693 11,028,999 1,797,829 11,789,871 
35　％ ― 439,820 ― 478,831 
50　％ 3,399,733 ― 3,801,352 ―
75　％ ― 109,214 ― 112,990 
100　％ 699,453 3,552,498 699,890 3,458,066 
150　％ ― ― ― ―
250　％ 100,000 29,048 300,000 116,589 
1250　％ ― ― ― ―
合 計 6,196,879 33,600,100 6,599,071 34,581,665 

（注）1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3．�コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりませ
ん。

	 信用リスク削減手法に関する事項	

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：千円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　　　証 クレジット・デリバティブ

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度
信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー　　　　　　　 85,272 247,365 ― ― ― ―

（注）当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

	 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項	

当組合には該当ございません

経　営　内　容
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	 証券化エクスポージャーに関する事項	

●オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

当組合には該当ございません

	 出資等エクスポージャーに関する事項	

●貸借対照表計上額及び時価等� （単位：百万円）

区　　　　　　　分
平成28年度 平成29年度

貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価
上 場 株 式 等 ― ― ― ―
非 上 場 株 式 等 42 ― 42 ―
合 計 42 ― 42 ―

（注）‌�投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含
めて記載しています。

●投資家の場合

当組合には該当ございません

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

平成28年度 平成29年度
評 価 損 益 ― ―

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

当組合には該当ございません

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額� （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度
売 却 益 ― ―
売 却 損 ― ―
償 却 ― ―

（注）投資信託等の複数の資産を裏付けとするエクスポージャー（いわゆるファンド）にかかる売却損益は含まれておりません。

経　営　内　容
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国　際　業　務 証　券　業　務
	 外国為替取扱高	

当組合には該当ございません

	 公共債引受額	

当組合には該当ございません

	 外貨建資産残高	

当組合には該当ございません

	 当組合の子会社	

当組合には該当ございません

	 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性	

　私は当組合の平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第53期の
事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（又は
損失金処理計算書）の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性
を確認いたしました。

　平成30年6月18日
　　　岐阜県医師信用組合 理事長　小林　博

	 代理貸付残高の内訳	 （単位：百万円）

区　　　　　分 平成28年度末 平成29年度末
全国信用協同組合連合会 47 40
合 計 47 40

	 内国為替取扱実績	 （単位：件、百万円）

区　　　　　分
平成28年度末 平成29年度末
件　数 金　額 件　数 金　額

送金・振込
他の金融機関向け 4,778 10,122 4,789 9,933
他の金融機関から 2,253 3,888 2,201 4,422

代 金 取 立
他の金融機関向け ― ― ― ―
他の金融機関から ― ― ― ―

	 手数料一覧	 （平成30年3月31日現在）

種　　　　　　類 料　　金
振
込他　行 電信扱

3万円未満 640円
3万円以上 860円

種　　　　　　類 料　　金
証明書発行手数料 残高証明書 １通

無料融資証明書 １通
その他証明書 １通

＊組合員及び組合員の家族につきましては無料としています。

	 公共債窓販実績	

当組合には該当ございません

	 法定監査の状況	

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の8第3項
に規定する「特定信用組合」に該当しておりません。

経　営　内　容

■主要な事業の内容�

A．預金業務
＊普通預金
毎月、国保ならびに社保の診療報酬の一部をご指定の金融機関
から自動引落により、当組合の口座へご入金させていただいて
おります。
また、ご入用の際は電話受付にて、あらかじめご指定いただきま
した銀行口座へ、即日振込させていただきます。

＊定期預金
スーパー定期預金、期日指定定期預金、大口定期預金（1千万円以
上）とご用意し、期間は1ヶ月から3年までとなっており、利息が
一番多い預金です。

＊積立定期
積み立てた日から満期日までの期間に応じ、スーパー定期預金
の利率で計算されます。

＊定期積金
1年・2年・3年の中で自由にコースが設定でき、毎月ご指定された
日に、預金口座から一定額が振り替えられ、自動的に貯めること
ができます。資産を増やす、あるいは特別の目的のための積立に
最適です。

B．融資業務
クリニックローンの他に、各種の融資商品を取り揃えており、多く
の先生方にご利用いただいております。
＊医療機器購入ローン
＊開業ローン
＊不動産担保付他行借換専用ローン
＊医大入学・進学専用　教育ローン
＊住宅ローン
＊リフォームローン
＊ドクターファンドⅠ・Ⅱ
＊ワン・チャンス
＊医信フリーローン・マイカーローン
＊ドクターフリーローン・サポートローン

C．内国為替業務
送金為替、当座振込等を取扱っております。

D．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、その他の
証券に投資しております。

E．附帯業務
独立行政法人福祉医療機構、全国信用協同組合連合会の代理貸付
業務を取扱っております。
三井住友信託銀行の代理店として「遺言信託」「遺産整理業務」につ
いて取り次ぎ業務を行っています。
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	 地域貢献に関する事項	

■地域に貢献する信用組合の経営姿勢
医療業界における業域信用組合であります当組合は、組合員に対する金融サービスを通じて、医療施設や医療設備の整備・拡充など、地域医療や介護福
祉事業の発展に寄与し、地域の方々が安心して暮らせる環境づくりに貢献してまいります。
■融資を通じた地域貢献
当組合は、医療施設等の新規開設や施設の増改築、あるいは医療機器をはじめとする医療設備の整備・拡充など、地域医療の発展に向けた取組みに貢
献するため、積極的な融資事業を展開して参ります。
■融資残高

29年3月末残高　　　　3,706百万円
30年3月末残高　　　　3,927百万円

	 経営改善及び地域活性化への取組について	

　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応す
る態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイド
ラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性がが高まるかなど
を具体的に説明し、経営改善支援を行っています。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況
平成28年度 平成29年度

新規に無保証で融資した件数 7件 4件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 10.76% 6.89%
保証契約を解除した件数 0件 0件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）

	 地域密着型金融の推進について	

当組合は、より充実した金融サービスの提供や利便性の向上を目指し、地域医療を金融面での支援を恒久的な目的として地域密着型金融を推進してまいり
ます。
■ライフサイクルに応じた取引先への支援強化として
開業支援をはじめ、先生方が安心して医療従事ができるように、事業支援、事業承継などの経営相談に真摯な対応をしてまいります。
■事業価値を見極める融資手法をはじめ医療機関に適した資金供給手法として
先生方に、将来性を見据えた融資審査を通じて、不動産担保や個人保証に過度に依存しない融資、事業性無担保ローンの取扱をしております。
■地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献として
医業に携わる先生方に、融資をはじめ金融サービスの推進が安定した医療活動の継続、地域医療への貢献として捉えております。

地域密着型金融の取組み状況

	 経営改善及び地域活性化への取組について	

■経営支援に関する取組方針
当組合は岐阜県内の開業医、勤務医の先生方の安定した医療活動と地域医療の発展に貢献していくことを基本理念としています。 金融円滑化管理方
針では、金融円滑化管理態勢の整備・確立に向けて、当組合が適切なリスク管理の下、適切かつ積極的なリスクテイクを行い、金融仲介機能を発揮してい
くことにより、当組合の信頼の維持、業務の健全性及び適切性を確保することを目的としています。
■経営支援に関する取り組み状況
当組合は、新規開業、医療器械の購入、運転資金など、融資を通じた金融支援へ積極的に取り組んでいます。また、経営改善、事業承継など各種相談につ
いても、外部専門家のトーマツ、TKCと連携しています。

■貸付条件の変更等の実施状況
（単位：件、百万円）

中小企業者
平成30年3月末

債権数 金 額
貸付の条件の変更等の申込みを受けた貸付債権 3 62

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていなかった貸付債権 3 62
うち、実行に係る貸付債権 2 12
うち、謝絶に係る貸付債権 ― ―
うち、審査中の貸付債権 ― ―
うち、取下げに係る貸付債権 1 50

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債権 ― ―
うち、実行に係る貸付債権 ― ―
うち、謝絶に係る貸付債権 ― ―
うち、審査中の貸付債権 ― ―
うち、取下げに係る貸付債権 ― ―

■住宅資金借入者の条件変更等の申出はございません。

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
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遺言信託・遺産整理遺言信託・遺産整理遺言信託・遺産整理
　岐阜県医師信用組合は、平成 30 年 4 月より、三井住友信託銀行の代理店
として「遺言信託」および「遺産整理業務」について、三井住友信託銀行へ
の取り次ぎを開始いたしました。
　「遺言信託」および「遺産整理業務」に関するご相談、お問い合わせにつ
いては、下記お問い合わせ先にご連絡ください。

●ご留意事項
　当組合は、三井住友信託銀行の代理店として媒介（商品のご紹介と情報の
お取り次ぎ）を行います。お客さまと三井住友信託銀行が契約の当事者とな
ります。

大切な方に、大切なご資産を遺すには遺言が
最適です。
三井住友信託銀行では、長年に亘り培った財
産管理に関する総合的な経験とノウハウに基
づき、遺言書の作成にあたってのご相談から、
遺言書の保管、遺言執行者としての遺産配分
まで確実に実現してまいります。

決められた期間内に相談手続を終了させ、税
務申告までを行うのは多くの労力を要します。
三井住友信託銀行では、お手続きに不慣れな
方、ご 多 忙 で 時 間 的 余 裕 が な い 方 に 代 わ り、
「相 続 財 産 の 調 査・収 集」、「遺 産 分 割 協 議 書
に関するアドバイス」、「預貯金・有価証券の
換金・名義変更」、「不動産の名義変更」まで
親身にサポートいたします。

遺　言　信　託

遺 産 整 理 業 務
相続手続
トータルサービス

＜まかせて安心＞

【問い合わせ先】

岐阜県医師信用組合　総務部
　　０１２０－７４－１１１８（フリーダイヤル）
　　０５８－２７４－１１１８（TEL）
　　０５８－２７４－９０５７（FAX）

営業時間：月曜日～金曜日（祝日等の信用組合休業日を除く）
　午前９時～午後５時

E-mail:gifuisin@ccom.or.jp
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索 引 �
各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第6条で準用する銀行法第21条」「金融再生法」に基づく開示項目、＊＊印は「監督指針の
要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。

■ ご あ い さ つ ･････････････2
【概況・組織】

1．事 業 方 針 ･････････････2
2．事 業 の 組 織 ＊ ･････････････3
3．役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）＊ ･････････････3
4．店 舗 一 覧 （ 事 務 所 の 名 称 ・ 所 在 地 ） ＊ ･････････････3
5．自 動 機 器 設 置 状 況 ･･････該当なし
6．地 区 一 覧 ･････････････3
7．組 合 員 数 ･････････････3
8．子 会 社 の 状 況 ･･････該当なし

【主要事業内容】
9．主 要 な 事 業 の 内 容 ＊ ････････････24

10．信 用 組 合 の 代 理 業 者 ＊ ････取扱いなし
【業務に関する事項】
11．事 業 の 概 況 ＊ ･････････････2
12．経 常 収 益 ＊ ････････････11
13．業 務 純 益 ･････････････9
14．経 常 利 益 （ 損 失 ） ＊ ････････････11
15．当 期 純 利 益 （ 損 失 ） ＊ ････････････11
16．出 資 総 額 、 出 資 総 口 数 ＊ ････････････11
17．純 資 産 額 ＊ ････････････11
18．総 資 産 額 ＊ ････････････11
19．預 金 積 金 残 高 ＊ ････････････11
20．貸 出 金 残 高 ＊ ････････････11
21．有 価 証 券 残 高 ＊ ････････････11
22．単 体 自 己 資 本 比 率 ＊ ････････････11
23．出 資 配 当 金 ＊ ････････････11
24．職 員 数 ＊ ････････････11
【主要業務に関する指標】
25．業 務 粗 利 益 及 び 業 務 粗 利 益 率 ＊ ･････････････9
26．資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支＊ ･････････････9
27．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊ ････････････11
28．受 取 利 息 、 支 払 利 息 の 増 減 ＊ ･････････････9
29．役 務 取 引 の 状 況 ･････････････9
30．そ の 他 業 務 収 益 の 内 訳 ････････････13
31．経 費 の 内 訳 ･････････････9
32．総 資 産 経 常 利 益 率 ＊ ････････････11
33．総 資 産 当 期 純 利 益 率 ＊ ････････････11
【預金に関する指標】
34．預 金 種 目 別 平 均 残 高 ＊ ････････････14
35．預 金 者 別 預 金 残 高 ････････････14
36．職 員 1 人 当 り 預 金 残 高 ････････････13
37．定 期 預 金 種 類 別 残 高 ＊ ････････････14
【貸出金等に関する指標】
38．貸 出 金 種 類 別 平 均 残 高 ＊ ････････････14
39．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊ ････････････14
40．貸 出 金 金 利 区 分 別 残 高 ＊ ････････････15
41．貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊ ････････････15
42．貸 出 金 業 種 別 残 高 ・ 構 成 比 ＊ ････････････15
43．預 貸 率 （ 期 末 ・ 期 中 平 均 ） ＊ ････････････13
44．消 費 者 ロ ー ン ・ 住 宅 ロ ー ン 残 高 ････････････15
45．代 理 貸 付 残 高 の 内 訳 ････････････24
46．職 員 1 人 当 り 貸 出 金 残 高 ････････････13

【有価証券に関する指標】
47．商 品 有 価 証 券 の 種 類 別 平 均 残 高 ＊ ････取扱いなし
48．有 価 証 券 の 種 類 別 平 均 残 高 ＊ ････････････14
49．有 価 証 券 種 類 別 残 存 期 間 別 残 高 ＊ ････････････14
50．預 証 率 （ 期 末 ・ 期 中 平 均 ） ＊ ････････････13
【経営管理体制に関する事項】
51．法 令 遵 守 の 体 制 ＊ ････････････17
52．リ ス ク 管 理 体 制 ＊ ････････18、19
資 料 編 ･･20、21、22、23

53．苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊ ････････････17
【財産の状況】
54．貸借対照表、損益計算書、剰余金処分（損失金処理）計算書＊ ････5、6、7、8、9
55．リスク管理債権及び同債権に対する保全額＊ ････････････16
（1） 破 綻 先 債 権
（2） 延 滞 債 権
（3） 3 か 月 以 上 延 滞 債 権
（4） 貸 出 条 件 緩 和 債 権

56．金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額＊ ････････････16
57．自己資本充実の状況（自己資本比率明細）＊ ････････････10
58．有 価 証 券 、 金 銭 の 信 託 等 の 評 価 ＊ ････････12、13
59．外 貨 建 資 産 残 高 ･･････該当なし
60．オ フ バ ラ ン ス 取 引 の 状 況 ･･････該当なし
61．先 物 取 引 の 時 価 情 報 ･･････該当なし
62．オ プ シ ョ ン 取 引 の 時 価 情 報 ･･････該当なし
63．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊ ････････････15
64．貸 出 金 償 却 の 額 ＊ ････････････15
65．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について＊＊ ････････････24
66．会 計 監 査 人 に よ る 監 査 ＊ ････････････24
【その他の業務】
67．内 国 為 替 取 扱 実 績 ････････････24
68．外 国 為 替 取 扱 実 績 ･･････該当なし
69．公 共 債 窓 販 実 績 ･･････該当なし
70．公 共 債 引 受 額 ･･････該当なし
71．手 数 料 一 覧 ････････････24
【その他】
72．当 組 合 の 考 え 方 ･････････････2
73．沿 革 ・ 歩 み ･････････････3
74．継 続 企 業 の 前 提 の 重 要 な 疑 義 ＊ ･･････該当なし
75．総 代 会 に つ い て ＊ ＊ ･････････････4
76．報 酬 体 系 に つ い て ＊ ＊ ････････････17
【地域貢献に関する事項】
77．地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）＊＊ ････････････25
78．地 域 密 着 型 金 融 の 取 組 み 状 況 ＊ ＊ ････････････25
79．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況＊ ････････････25
80．「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊ ････････････25
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